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研究要旨 

東日本大震災では分担研究者らのチームが岩手県陸前高田市で感染症サーベイ

ランスを開始したが、情報の収集と伝達の多くを人手に依存することが課題であっ

た。このため大震災から数日後に設置された移動基地局を経由し、携帯端末を用い

て情報をリアルタイムに共有するモバイル型感染症サーベイランスシステムの開

発を着想した。本研究では、1）モバイル型疾病・感染症サーベイランスシステム

の構築と、2）海外から留学中の研究者を被災地に招き、本システムが自国へ応用

可能かの検討、および 3）国際機関の代表者も交えて国際セミナーを開催し、途上

国の災害における技術応用についての検討を目的とした。 

平成 24 年度は、東日本大震災後の医療・保健情報の喪失と回復に関する実態ヒ

アリング調査、および携帯端末から疾病・感染症情報を入力できるアプリケーショ

ンと、入力情報を集計して分析し、フィードバックするシステムの開発を行った。

疾病・感染症サーベイランスシステムは Centers for Disease Control and 

Prevention（CDC）が作成した Natural Disaster Morbidity Surveillance Tally 

Sheetに感染症発生動向調査を加えたものを入力項目とした。これは携帯電話やス

マートフォン、タブレット、パソコンから入力が可能である。 

平成 25 年度は海外からの研究者や国際機関代表者から意見を聴取し、本システ

ムの改善点を聴取するとともに、国際協力の視点から技術応用について検討を行っ

た。また、本システムの運用試験を施行し、改良を加えた。今後は本システムを平

時の感染症定点観測に使用し、災害時には疾病・感染症サーベイランスとして運用

できるように整備する。 
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Ａ．研究目的 
1．研究の目的 
平成 23年 3月 11日に発生した東日
本大震災は、地震の規模（M 9.0）、
津波浸水範囲（青森県から千葉県）、

死者・行方不明者数（約 2万人）、避
難者数（直後に約 57 万人）、原発事
故など、わが国で未曾有の激甚災害で

あった。このため、早期から感染症サ

ーベイランスの必要性が指摘されて

いたが、ライフライン・通信が途絶え、

避難所数は多く、医療救護班も分散し

ていて、感染症発生状況の把握は困難

であった。 
 以上の状況の中で、分担研究者らの

グループは岩手県で最も被害が甚大

であった陸前高田市で感染症サーベ

イランスを開始したが、情報の収集と

伝達は紙ベースで毎日行わなければ

ならないことが課題であった。そのた

め、大震災から数日後に設置された移

動基地局を経由し、携帯端末を用いて

情報をリアルタイムに共有するモバ

イル型感染症サーベイランスシステ

ムの構築を着想した。 
本研究では岩手県の気仙医療圏（大

船渡市、陸前高田市、住田町）をモデ

ル地区として東日本大震災後の医

療・保健情報の喪失と回復に関する実

態ヒアリング調査を行うとともに、1）
急性期の疾病と感染症とを監視する

モバイル型サーベイランスシステム

の構築と、2）海外から留学中の研究
者を被災地に招き、本システムを体験

することにより、自国へ応用可能かの

検討、および 3）国際機関の代表者も

交えて国際セミナーを開催し、途上国

の災害における技術応用についての

検討を目的とした。これにより、今後

の災害時の疾病・感染症サーベイラン

スの導入をわが国のみならず、国際協

力の視点からも検討するものである。 

 
2．研究の必要性および特色、独創的 
な点 
 種々の大規模災害では、災害により

罹患した被災者のトリアージ後に、被

災者の疾病を正確に把握し、搬送先を

選定する第三者チームが必要である。

しかし、これは現場の医師や救急隊員

に頼っているのが現状である。また、

慢性疾患罹患者の治療薬の継続や、在

宅医療患者への対応も欠かせない。さ

らに、感染症サーベイランスは主に

Faxで行われているが、大規模災害時
には固定電話回線が不通になり、この

通信手段は使えない。 
以上の情報をクラウドコンピュー

ティングによるモバイル型とするこ

とにより、携帯電話が被災地で使用可

能な状況であれば、アプリケーション

にアクセスして情報の収集と伝達を

行うことができる。これにより、大規

模災害時には災害対策本部で第三者

チームが対応に当たれば、急性期の医

療・保健がより適切に遂行できるもの

と考える。このシステムは地域の医療

施設以外にも、行政・教育機関、避難

所とも共有可能であり、災害時の感染

症発生状況を把握し、ワクチン接種順

の推奨に使用できる利点がある。本シ

ステムはインフラが整備されていな
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い途上国の災害時でも利用可能と考

えられる。 

 
3．期待される効果 
 今回の大震災では、津波による死

者・行方不明者が多かったうえに、発

災翌週には岩手県だけでも 380 箇所
に 5万人が避難所に詰めかけ、住民情
報や診療情報を消失した地域も多か

った。被災地では地域の情報が不足し

ている中で、被災者の安否がわからな

いこと、重症者への対応、感染症流行

の不安やワクチン接種ができないこ

と、長期服薬者や在宅医療者の情報が

欠如していることなどが問題となっ

た。携帯端末を用いた疾病・感染症サ

ーベイランスは、このような大規模災

害時に利用可能と考えられ、重症者の

搬送先確保、感染症に脆弱な避難者の

健康管理、および長期服薬者と在宅医

療者への対応に貢献することが期待

される。また、疾病・感染症サーベイ

ランス情報は医療救護班にワクチン

接種を依頼する根拠ともなる。以上の

対策が効果的に行われれば、人命救助

や感染症発症・重症化の予防、医療費

の節約、経済損失の抑制、医療従事者

の負担軽減につながると考えられる。

さらに、予防接種記録や既往歴、通

園・通学先、長期服薬者、在宅医療者

などの情報は、厚生労働省が推進する

「シームレスな地域連携の実現」にお

ける標準的な形式による診療データ

の外部保存と医療情報連携にもつな

がるものと考える。 
 世界的にみれば、毎年のように死者

と行方不明者が1万人を超える大規模
な自然災害が起こっている。モバイル

型疾病・感染症サーベイランスシステ

ムは大規模なインフラを必要としな

いため、今後、世界各地で生じると予

測される大災害においても、十分に技

術応用が可能であると思われる。 
 以上を通して、厚生労働行政、保健

医療行政、国際貢献に直接、反映させ

ることが期待できる。 

 
Ｂ．研究方法 
1．平成 24 年度に開発したモバイル 
型アプリケーションの試用と改善 
【概要】 
 モバイル型アプリケーションにつ

いて、わが国へ留学中の研究者と国際

機関の代表者等から意見を聴取し、ま

た、運用試験を行って最終版を作成す

る。さらに、このアプリケーションを

平時、災害時の双方に使用できるよう

整備する。 
【方法】 
1）アプリケーションは（株）プロア
シスト（本社：大阪市）に依頼して開

発した。 
2）わが国へ留学中の感染症に興味が
ある研究者を被災地に招くとともに、

開発したモバイル型疾病・感染症サー

ベイランスシステム（以下、本システ

ム）を実際に体験してもらい、自国で

の応用や改善点について分担研究者

とともに検討する。 
3）国際機関の代表者も交えて国際セ
ミナーを開催し、途上国の災害におけ

る本システムの技術応用について、分
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担研究者とともに検討する。 
4）分担研究者の医療機関等を対象に、
本システムを試験運用して疾病・感染

症サーベイランスを行い、運用上の問

題点を検討する。 
5）２回の国際セミナーと試験運用で
得られた問題点について、アプリケー

ションと運用上の改良を行う。 
6）本システムを平時の感染症定点観
測に使用し、災害時には疾病・感染症

サーベイランスとして運用できるよ

うに整備する。 
【アプリケーションの項目】 
 大震災後に分担研究者らのグルー

プが使用した調査票と、アメリカ疾病

予防管理センター（ Centers for 
Disease Control and Prevention：
CDC）が作成した Natural Disaster 
Morbidity Surveillance Tally Sheet、
および感染症発生動向調査内容を基

に作成した。この調査票は入力項目が

多いが、使い勝手によっては簡略版を

検討する。 
【処理・分析方法】 
得られたデータは表計算ソフトに

取り込み、それを分析することでリア

ルタイムに状況を把握することが可

能である。これをクラウドコンピュー

ティングにより、現場にフィードバッ

クする。 

 
2．倫理的事項 
 モバイル型疾病・感染症サーベイラ

ンスの調査票には、個人を特定できる

情報は入力しない。しかし、個人デー

タを入力し、モバイル端末を使って医

療施設の外部とインターネットで接

続するため、この取り扱いについては

厚生労働省の「医療情報システムの安

全管理に関するガイドライン第 4.1版
（平成 22年 2月）」を遵守して、個人
データに対する不正アクセスや紛失、

漏えいが起こることのないよう、その

保護には細心の注意を払う。具体的に

は、データを暗号化／複合する；ID・
パスワードを用いてアクセスできる

担当者を限定する；情報の範囲、保存

方法を明らかにし、医療機関とアプリ

ケーション開発担当者および研究者

との責任分界点を協議する；リスク分

析を行うなど。万が一、不測の事態が

起こった場合は速やかに対策を講じ

る。また、医療施設のデータを実際に

入力する際には、本人または保護者に

調査に協力するか否かは任意であり、

調査に協力しない場合でも何ら不利

益を被ることのない旨を説明して同

意を得る。 
 本研究については、岩手医科大学倫

理委員会の承認を得ている。なお、本

研究においては、生体資料の採取や実

験動物は扱わない。 

 
Ｃ．研究結果 
1．モバイル型アプリケーションの 
開発 
 システムの概要は、携帯電話やスマ

ートフォン、タブレット、パソコンか

ら ID とパスワードでログインし、疾
病・感染症情報を入力して送信すると、

項目ごとの患者数を自動集計して、入

力施設ごと、および全体の推移をグラ
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2．大規模災害時の感染症サーベイ 
ランスフォーラム（資料 1） 
 平成 25年 8月 23日（金）～25日
（日）に海外から日本の大学・医療機

関に留学中の研究者を招き、本システ

ムの改良・応用を検討するフォーラム

を開催した。 
 8 月 23 日（金）はエスポワールい
わてを会場にして、参加者の自己紹介

とフォーラムの趣旨、日程の説明をし

たあと、被災地における感染症サーベ

イランスの問題点について討論し、被

災地見学の要点について確認した（参

加者 30人）。 
 8 月 24 日（土）は午前 8 時に盛岡
をバスで出発し、11 時に大船渡プラ
ザホテルに到着した。そこで大船渡ガ

イドの会の立花康子氏から発災後の

状況を写真とスライドで説明を受け

た。また、分担研究者の渕向 透先生

（岩手県立大船渡病院）から発災前後

の気仙医療圏の医療状況について説

明を受けたあと、質疑応答を行った。

昼食後、大船渡市の被災状況（医療機

関・交通機関等）を見学し、陸前高田

市では壊滅した市街地、高田第一中学

校の仮設住宅、岩手県医師会の仮設診

療所、岩手県立高田病院の仮設病院と

新病院建設予定地を視察した。NPO
法人「おやこの広場きらりんきっず」

を訪問し、伊藤昌子氏から被災後の子

育ての状況と問題点について説明を

受けた。盛岡に 19 時に到着した（参
加者 13人）。 
 8 月 25 日（日）は「モバイル型感
染症サーベイランスシステムの構築」

に関する講演会と検討会をエスポワ

ールいわてで開催した（参加者 29人）。 
 演者と演題、内容は以下のとおりで

ある。岩田欧介先生（久留米大学小児

科）、「東日本大震災後の感染症サーベ

イランス」（資料 2）：発災直後から、
被災地の陸前高田市で行った感染症

サーベイランスの実際の活動につい

て。石川 健先生（岩手医科大学小児

科）、「モバイル型感染症サーベイラ

ンスシステム」（資料 3）：本システム
の開発経緯について。渕向 透先生

（岩手県立大船渡病院小児科）、「ロ

タウイルスワクチン無料接種事業に

ついて」（資料 4）：日本小児科学会の
気仙地区小児保健医療支援プロジェ

クトワーキンググループの活動の一

環として行ったロタウイルスワクチ

ン無料接種事業について。小山耕太郎

先生（岩手医科大学小児科）、「遠隔

医療支援：スケーラブル映像符号化技

術による心臓超音波診断システム）」

（資料 5）：新生児重症心疾患の遠隔
診療に使用可能なシステムの開発に

ついて。 
 この講演会では、モバイル型疾病・

感染症サーベイランスのアプリケー

ションへ参加者のスマートフォンや

タブレットからアクセスして入力操

作を行い、参加者から自国の災害で使

用する場合の問題点や改良点につい

て意見を聴取した。 
 最後に千田勝一・研究代表者（岩手

医科大学小児科）が本フォーラムの総

括を行った。その後、分担研究者全員

で本システムの具体的改善点と研究
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班の活動内容を確認して閉会した。 
3．災害後の感染症サーベイランスに
関する国際セミナー（資料 6） 
 平成 25年 11月 9日（土）に東京都
のNPO法人HANDS大関ビル会議室
において、感染症サーベイランスに興

味がある方を対象に、本システムの日

本語版、英語版を紹介し、災害後の感

染症サーベイランスについて国内は

もとより、国際協力の視点を含めてパ

ネルディスカッションを行うセミナ

ーを開催した（参加者 25人）。 
初めに、斎藤智也氏（厚生労働省健

康局結核感染症課課長補佐）から「災

害に強い国を作るために今後一層の

討議が必要で、本国際セミナーに期待

している」というご挨拶をいただいた。 
次に、千田勝一・研究代表者が基調

講演「モバイル型感染症サーベイラン

スシステムの構築」を行った（資料 7）。
この中で東日本大震災時に行われた

感染症サーベイランスの問題点が挙

げられ、これを教訓に本システムを開

発した経緯が述べられた。また、災害

時に電源やインターネット環境が喪

失している状況では、モバイル末端だ

けでなく、固定電話や Fax、記入用紙
など、あらゆる方法で補完すべきこと

や、目的に応じてサーベイランスの依

頼先（避難所、診療所）を選択する必

要があることが述べられた。今後、本

システムを災害時にスムーズに運用

するためには、平時から感染症の定点

観測に使用する必要があるという提

案がなされた。 

この後、中村安秀先生（大阪大学大

学院人間科学研究科）がコーディネー

ターとなってパネリストが 20 分ずつ
講演し、最後に全体討論を行った。パ

ネリストと演題、内容は以下のとおり

である。 
 永田高志先生（日本医師会救急災害

医療対策委員会委員）、「なぜ災害時に

情報は共有されないのか？」（資料

8）：東日本大震災の際、福島県で行っ
た医療支援において、支援者間で情報

共有がないことが問題であった。これ

に対して、支援者が作成した紙カルテ

をスキャンしてクラウド化し、支援者

が交代しても、遠隔診療を行うにして

も情報共有ができるようにした。急性

期の対策本部は混乱状態にあり、現場

に裁量権を与えて中央はそのサポー

トに徹する北米型の危機（災害・テロ）

管理システムの確立が必要である。 
 砂川富正先生（国立感染症研究所感

染症疫学センター第二室長）、「災害後

の感染症サーベイランス：東日本大震

災を振り返る」（資料 9）：災害サイク
ル に お い て 、 event-based 
surveil-lance（イベント、アウトブレ
イクをとらえる）と indicator-based 
surveil-lance（指標を用いて患者数を
数える）が必要である。今回の震災で

はこれらの導入が遅れた。しかし、集

団発生の検出に結びついた例は散見

された。今後は事前トレーニングと入

力システムの簡素化が必要である。 
 金谷泰宏先生（国立保健医療科学院

健康危機管理研究部部長）、「大規模災

害時に向けた公衆衛生情報基盤の構
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築」（資料 10）：国立保健医療科学院
では CRM（顧客管理）システム（マ
イクロソフト）に基づいた被災者の健

康管理情報の共有化システムを構築

している。これは地図情報システム上

に公衆衛生情報を展開して分析する

もので、システムをスムーズに運用す

るためには保健所職員の訓練が重要

である。 
 平林国彦先生（ユニセフ東京事務所

所 長 ）、 “Saving children’s lives 

through innovative epidemiological 
system”（資料 11）：global positioning 
system（全地球測位システム）を内蔵
した personal digital assistants（個
人用携帯情報端末）をユニセフで作成

した。しかし、小児の質問項目が多く

なり普及しなかった。サーベイランス

システムは単一組織で作ると汎用性

が低くなりがちである。既存のシステ

ムにアドオンしたり、一般意見と活力

を盛り込んだりして、汎用性を高くす

ることも必要である。 
 各パネリストの講演直後と、すべて

の講演終了後に全体討論を行った。そ

の後にコーディネーターの中村安秀

先生が総括し、災害時のみならず平時

のシステムを作っていくことが重要

であることを確認して閉会した。 

 
4．サーベイランスシステム運用試験
（資料 12） 
 平成 25年 12月 2日（月）から 12
月 8日（日）までをトライアル期間と
して、同年 12 月 9 日（月）から 12
月 20 日（金）までの月曜日～金曜日

（計 10 日間）に疾病・感染症サーベ
イランスシステムの運用試験を行っ

た。対象は分担研究者および関連の医

療機関 7施設とし、運用試験中および
運用試験後に問題点・要望点をメール

で募集した。 
以下、問題点・要望点と対応策（矢

印）について記す。 
1）アカウント発行を Faxで依頼でき
るようにする。 
→【アカウント発行用紙】を PDF フ
ァイルにしてサイトからダウンロー

ドできるようにする。これが Faxで送
信されてきた場合は事務局がアカウ

ントを代理発行する（資料 13）。 
2）患者情報登録用紙を印刷できるよ
うにする。 
→【患者情報登録用紙】を A4 用紙 1
枚にまとめ、これを PDF ファイルに
してサイトからダウンロードできる

ようにする（資料 14、15）。 
3）同一施設で同一登録日であれば、 
入力した数字を何回でも上書きでき

るようにする。 
→メニューから【患者数情報を見る】
を選択し、登録日を【検索】する。検

索された一覧の【変更・削除】をクリ

ックすれば、登録済みデータを変更す

ることができる。データの削除も可能

である。 
4）患者情報登録画面を開いたときに、
その年月日が自動的に登録データの

診察日に記録できるようにする。 
→患者情報を新規で登録する際に、こ
れを可能にする。 
5）各項目の入力数字の上限はある
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か？ 
→1000が上限になっている。 
6）入力項目が多い。 
→診療チーム連絡先等の入力項目を
簡素化する。 
7）入力項目が重複する場合の対応を
どうするか。 
→原則としてすべての受診理由を入
力する。 
8）年齢の早見表があるとよい。 
→災害時には生年月日から年齢を計
算するよりも、直接年齢を聞くように

する。 
9）感染症サーベイランスは小児科定
点観測と同一のフォーマットにする。 
→フォーマットを同一にして、PDF
ファイルでダウンロードできるよう

にする。これにより、従来の方法と同

じように使用でき、Faxによる運用も
可能である（資料 15）。 
10）データのグラフ出力のオプション
を増やす。 
→種々の分類別のグラフ化を容易に
する。 
11）Event-based surveillanceを反映
できるようにする。 
→コメント欄を作成する。 
 最終的に上記の問題点・要望点を踏

まえたアプリケーションにバージョ

ンアップした（資料 14、15）。 

 
5．システムの新規構築 
これまで本システムはレンタルサ

ーバー上に構築していた。今後はアプ

リケーションソフトの権限を岩手医

科大学に委譲し、本学災害情報センタ

ーのサーバー上に構築することにし

ている。また、本システムを平時に感

染症発生動向調査（小児科・インフル

エンザ定点観測）に利用できるよう検

討する予定である。また、災害時には

迅速に本システムを稼働できるよう

整備する。 
 

Ｄ．考察 
東日本大震災では、死者の大部分が

津波による溺死であった。蘇生ができ

ても、汚泥や重油、病原体を吸入した

津波肺による急性呼吸促迫症候群で

重症化あるいは死亡する被災者も少

なくなかった。しかし、世界で起きて

いる大規模災害では、様々な死亡原因

や健康被害があり、死亡原因の評価と、

疾患・感染症のサーベイランスは重要

である。今後、疾患・感染症のサーベ

イランスに加え、自然災害による死亡

原因の調査票を急性期に使用できる

ようにする必要がある。 
大震災発生後は多くの医療施設や

医療・保健従事者が被災し、被災を免

れた医療施設でもライフラインや通

信が途絶えて、感染症発生動向調査の

定点把握は不能になった。また、避難

所には被災者が詰めかけ、感染症の流

行が懸念された。このような状況で、

岩手県は岩手医科大学と岩手県立病

院の感染症対策専門家の協力のもと、

感染制御支援チーム（ Infection 
Control Assistance Team；ICAT）を
設置した。さらに、防衛医学研究セン

ターで開発したシステムを導入し、ス

マートフォン（ギャラクシー®、NTT 
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docomo）を使用した感染症サーベイ
ランスが稼働した。一方、分担研究者

らのチームは陸前高田市で感染症サ

ーベイランスを開始した（仮称；高田

チーム）。この両者の特徴を以下に記

す。 

 
表 3．岩手県における感染症サーベイ
ランス 

 ICAT 高田チーム 

主体 岩手県 県立高田病院 

陸前高田市 

聖ﾏﾘｱ病院 JMAT 

期間 4月～8月 4月～7月 

対象 

数 

県内避難所 

30～35 

市内診療所 

14 

情報 スマートフォン 携帯・固定電話、

Fax、人手 

入力 避難者、保健師 医師 

 
 ICAT による感染症サーベイランス
は、災害時に情報技術を活用した世界

で初めてのものであり、この情報収集

の有用性が実証された。一方で、アプ

リケーションを前もってインストー

ルしたスマートフォン約 50 台が提供
されて避難所ごとに置かれたが、県内

380箇所に点在する避難所をカバーす
るには台数が少なかった。入力は主に

避難者に依頼したため、データの信頼

性と普及とに課題が残った。また、診

療所へのフィードバックがなかった

こと、感染症発生率を過小評価する可

能性があることも課題である。一方、

高田チームは陸前高田市に展開した

14 診療所を平均 96.2％と高率にカバ

ーした。入力は医師が行ったため、デ

ータの信頼性は高いと考えられた。ま

た、フィードバックを重視して、毎日

サマリーシートを返却した。しかし、

利用できる通信手段は診療所ごとに

異なるため、携帯電話や固定電話、Fax、
メッセンジャー（市職員や全国からの

保健師ボランティア）とあらゆる方法

を駆使して情報伝達を行った。 
 これらの経験から、携帯電話の通信

が復旧するか、移動基地局が設置され

れば、圏内からウェブサイトを通して

アプリケーションを利用でき、これに

より疾病・感染症サーベイランスを始

められるシステムの構築を着想した。

そのため、入力が簡便なアプリケーシ

ョンの開発を目指した。 
平成 25 年度に行ったフォーラムと
セミナーにおける検討から、①災害時

に使用できるようにするには、平時か

らの備えが必要であること、②災害時

には簡便で、かつ有用なシステムが望

ましいこと、③サーベイランスは継続

的・系統的なデータ収集・分析・評価

が必要で、それに基づいた対応も重要

で あ る こ と 、 ④ 災 害 時 に は

event-based surveillanceも有用であ
ること、が重要と考えられた。 
本システムの運用試験では、さらに

具体的な問題点・要望点が出された。

それらを踏まえてバージョンアップ

したことで、入力者にも簡便なアプリ

ケーションが作成できたものと考え

られる。 
本システムは今後、岩手医科大学災

害情報センターのサーバー上に構築
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することにしており、平時には感染症

サーベイランスとして利用し、災害時

にはインターネットからすぐに使用

できるように整備する予定である。 

 
Ｅ．結論 
平成 25 年度は、日本に留学中の研
究者を招き、本システムが自国へ応用

可能かを検討し、また、国際機関の代

表者も交えて国際セミナーを開催し

て、途上国の災害における技術応用に

ついて検討した。さらに、本システム

の運用試験を行った。以上の検討を通

して、大規模災害後の早期から疾患・

感染症サーベイランスができるよう、

CDC が作成した Natural Disaster 

Morbidity Surveillance Tally Sheet
に基づいた項目からなるアプリケー

ションを作成した。本システムを平時

には感染症発生動向調査（小児科・イ

ンフルエンザ定点観測）に利用できる

よう検討し、災害時には本システムを

稼働できるようシステムの環境整備

をする予定である。 

 
Ｆ．健康危険情報 
なし 
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国際保健医療学会（名護）2013 年 11

月 3日 

10. 中村安秀．震災時に小児科医が果たす

べき役割．東日本大震災小児保健研究

シンポジウム（仙台）2014 年 1 月 26

日 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


